
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、 
 

 

経済的理由による中退 昨年比 倍に 

 
 全国35都道府県344校の全日制私立高校（生徒数：27万7826人）、26都府県147校の私立中学生（5万

4892人）を対象とした2021年度末「経済的理由による中退・学費滞納調査」結果の発表が、昨日14:00～文部

科学記者会において開催されました。 

 

     

 
全全国国私私私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会((事事務務局局：：全全国国私私立立学学校校教教職職員員組組合合連連合合))  

No.2  2022年6月9日（木） 

記者会見には、日本テレビ、読売新聞、毎日新聞をはじめ時事通信、

共同通信など8社が参加しました。 

 全国から寄せられた、「中退調査」の結果と分析を報告しました。 

 注目点は、「経済的理由による中退」について、中退者がいる学校数

も、中退者そのものも、数が前年よりも増加しているという点でした。 

 コロナ禍に突入しつつも、同年に国の「高等学校等就学支援金」の

制度拡充が実施されたことにより、経済的理由による中退生徒数が、

8都県11校12人と調査開始以来最低を記録したのが2020年度

の調査結果でした。それに対し、2021年度は、12県16校で30

人と、倍を超える増加となりました。 

 この点について、記者からは「コロナ禍が理由か？」といった質問

が継続しました。明確にコロナ禍と把握される事例が少ないため、「コ

ロナ禍」原因が把握されている件が1県1人増加した点、事例報告に

「明確には把握できないが、コロナ禍による家計への影響があると思

われる」といったコメントが増加したという事実を提示しました。 
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